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「コミュニティ・スクールを基盤とした
小中一貫教育」
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「コミュニティ・スクール」
・学校運営協議会を設置した学校

コミュニティ・スクールは、学校と地域の皆さんがともに知恵を出し
合い、学校運営に意見を反映させて、協働しながら
子供たちの豊かな成長を支える「地域とともにある
学校づくり」を進める法律（地教行法第 47条の５）
に基づいた仕組みです。

「小中一貫教育」

・目指す１５歳像を共有し、９年間一貫した教育
内容のもと、系統的な指導を目指す教育

「基盤」

・コミュニティ・スクールが小中一貫教育を支える
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日高市の小中学校と地域の課題
＜特色＞

 6地区（1小学校・1中学校・1公民館）という日高の独自性がある

 学校と地域の緊密な連携が醸成されている

＜学校の課題＞

〇学力向上＝喫緊の課題・・・全国学力テスト、県学力学習状況調査から

〇新学習指導要領・・・社会と連携・協働し、開かれた教育課程の創造

〇小中ギャップ・・・いじめ、不登校、学校不適応など

＜地域の課題＞

〇児童・生徒数の大幅な減少が見込まれる

〇公共建造物（学校教育施設65％）の最適化が喫緊の課題である

〇地域の高齢化に伴う活力の減退＝ふるさと意識の喪失

高麗小学校
高麗中学校
高麗公民館

高麗川小学校
高麗川中学校
高麗川公民館

高萩小学校
高萩中学校
高萩公民館

武蔵台小学校
武蔵台中学校
武蔵台公民館

高根小学校
高根中学校

高麗川南公民館

高萩北小学校
高萩北中学校
高萩北公民館

６地区 各地区に１小学校、１中学校、１公民館



日高市 幼児・児童・生徒数（令和３年5月）
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小中一貫教育が求められる背景・理由（文科省）

H20 学習指導要領改訂→小・中学校の連携を強化する観点が明示

・それぞれの学習指導要領の巻末に、小・中の目標を掲載する。
⇩
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H17 中央教育審議会「新しい時代の義務教育を創造する（答申）
H18 教育基本法改正
H19 学校教育法改正→小中学校共通の目標として義務教育の目標規定

が新設（第２１条）

〇 改正前

第１７条
「小学校は心身の発達に応じて初等
普通教育を施すことを目的とする」

第３５条
「中学校は、小学校における教育の
基礎の上に心身の発達に応じて中等
普通教育を施すことを目的とする」

改正後
◎「義務教育として行われる普通教育は～
第２９条
「小学校は心身の発達に応じて義務教育とし
て行われる普通教育のうち、基礎的なものを
施すことを目的とする」

第４５条
「中学校は、小学校における教育の基礎の上
に、心身の発達に応じて、義務教育として行
われる普通教育を施すことを目的とする」



学習指導要領の改訂からわかる課題とは・・・

・小学校低学年の教員は、中学校での学習や子供たちが中学校を

卒業する時の姿をイメージしながら日々の教育活動を行っているか？

・中学校の教員は、小学校のどの学年で、何を学んで、何につまずいて

今の子供たちの姿があるのかを知ったうえで指導に当たっているか。

⇩

・小学校と中学校が共に義務教育の一環を形成する学校として学習指導

や生徒指導において互いに協力し、責任を共有して目的を達成する観

点から、義務教育９年間の全体像を把握し、系統性・連続性に配慮し

た教育活動に取り組むことが重要である。
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新しい時代に必要となる資質・能力の育成

よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、
社会と連携・協働しながら、未来の創り手となるために必要な知識や力

を育む「社会に開かれた教育課程」の実現

新しい時代に必要となる資質・能力を踏まえた
教科・科目等の新設や目標・内容の見直し

○小学校の外国語教育の教科化、高校の新科目
「公共（仮称）」の新設など
○様々な資質・能力を明確化し、目標や内容を
構造的に示す。

○学習内容の削減は行わない。

主体的・対話的で深い学び（「アクティブ・
ラーニング」）の視点からの学習過程の改善

○生きて働く知識・技能の習得など、新しい
時代に求められる資質・能力を育成

○知識の量を削減せず、質の高い理解を図る
ための学習過程の質的改善

学びを人生や社会に生かそうとする
学びに向かう力・人間性の涵養

生きて働く
知識・技能の習得

未知の状況にも対応できる
思考力・判断力・表現力等の育成

何ができるようになるか

何を学ぶか どのように学ぶか

新学習指導要領について
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小中一貫教育（９年間を見通した教育）

施設形態の分類

① 施設一体型 小学校と中学校の校舎の全部または一部が
一体的に設置されている。
小学校と中学校の校舎が渡り廊下などでつな
がっているものも含む。
【武蔵台・高根・高麗】

② 施設隣接型 小学校と中学校の校舎が同一敷地又は隣接
する敷地に別々に設置されている。
【高萩】

③ 施設分離型 小学校と中学校の校舎が隣接していない異
なる敷地に別々に設置されている。
【高麗川・高萩北】 12



日高市の小中一貫教育の制度化における２類型

①義務教育学校

・修業年限９年（前期課程６年、後期課程３年）

・校長は１人、教頭２人（統括担当の副校長配置も可能）

・教員は原則として小・中免許を併有（当面は併有でなくても可）

・事務職員、養護教諭は２人配置

・学校統合、専科指導等の教員加配（見込み）

・教職員定数は前期課程は小学校、後期課程は中学校と同等の算定

☆施設一体型を義務教育学校とする

②併設型小学校・中学校

・小・中学校が同じ設置者

・修業年限は小学校課程６年、中学校課程３年

・校長は各学校に１人（内１人が統括校長となる）

・教員は各学校に対応した免許を保有

☆施設隣接型、分離型を併設型小中一貫教育校とする13



「公立小中学校等の教職員定数の仕組み」 R2：文科省
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義務教育学校を導入する理由
〇児童生徒数や教職員数などの学校規模を考え、効果的に学校教育を行うため

① 小中を一体として捉える教育の推進

・一つの校舎の中で、小・中学生と小・中教職員が学校生活を共にすることは、一体感が高まり、

学習指導や生徒指導において互いに協力して臨むことができる。

・小中共通目標「目指す15歳像」の実現を目指すため、9年間の系統性・連続性を重視した教育

課程を工夫して行うことがより可能となる。

② 小中ギャップの緩和・解消

・小学校と中学校間の段差を緩和することで、小学校教育から中学校教育への円滑な移行を促す

ことが可能となり、中1の壁や小中ギャップと呼ばれる学校不適応の問題が緩和・解消する効果

が期待できる。

③ 異学年交流による社会性の育成

・１年生から９年生までの児童生徒が学校行事などを通じて異学年交流を行うことによって、

縦のつながりを重視し、上級生から下級生に対する思いやりの心や規範意識、下級生から上級生

に対する憧れの気持ちなどが高まり、精神的な発達や社会性の育成等の効果が期待できる。

④ 継続的な指導

・小学校と中学校が１つの学校となることで、９年間継続して複数の教員が児童生徒に

関わることができるようになり、個に応じたきめ細やかで丁寧な生徒指導が可能となる。
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小中一貫教育校は

〇義務教育学校に準じた形で９年間の教育目標を設定
し、系統性を踏まえて教育課程を編成・実施します。

・小中共通目標「目指す15歳像」の実現を目指すため、

9年間の系統性・連続性を重視した教育課程を行う。

具体的には

・学校運営協議会で小中一体的な教育課程の編成等をはじめとする

学校運営に関する基本的な方針を承認する手続きを明確に行う。

・「ふるさと科（仮称）」の導入や「英語教育」など、新しい試みに

取り組む。

・相互乗り入れ授業や教科担任制、共通の日課表や学校生活のきまり、

合同行事の開催など、小中の一体感を構築する教育を推進する。
16



小中一貫教育校名称等説明会で明らかとなった主な意見や課題
実施期間：６月２８日～７月２９日 全１２回

実施場所：武蔵台・高麗・高根各小中学校、公民館 全参加者数：１８２名

○新しい義務教育の形に期待する。

○「ふるさと科」や「英語教育」など新教科の取組に期待する。

○義務教育学校、小中一貫教育について理解が深まった。期待が高まった。

○新しい学校になるために名称も変えるべき。シンプルがよい。

○市として、小中一貫教育校、義務教育学校にする理由が明確になった。

●「○○学園」の呼称、冠称は市立の学校として違和感を感じる。そぐわない。

●地域の伝統、受け継いできた名称が変わることに反対。

●３地区が義務教育学校で小中学校の呼び名がなくなり、他の３地区は小中学

校が残るのは統一性がない。（○○学園とした場合）

●地区名が繰り返されるのはくどい。長くなり不便。（○○学園○○学校）

●卒業式などの行事がなくなる。６年生がかわいそう。

●跡地利用について計画がわからない。校庭や体育館を使わせてほしい。

●取り組まなければならない課題がたくさんある。先生方の負担が大きい。

●タイムスケジュールが明らかになっていない。

●情報不足、もっと説明会を開くべき。
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考 察

・「日高市立○○学園」など、新しい名称を導入することに賛成する意見が半数を

占めた。シンプルで統一感があるというのがその理由であると考える。しかし、

故郷の象徴でもある「○○小学校」の呼称がなくなることに大きな喪失感、抵

抗感があるという意見も多かった。今まで培った伝統を守りたい、学校の形態

が変わっても慣れ親しんだ呼称を使ってほしいとの願いが伝わってきた。

・日高市の小中学校が、義務教育学校と小中一貫校に分かれる場合、呼称はある程

度統一した方が一体感が生まれる。その場合、「日高市立○○学園」と「日高市

立○○学園○○小学校」では、表記の長短、地区名の繰り返しが発生する。また、

義務教育学校と小中一貫校の区別が付きにくい。

・今後、校章や校歌などを新しくつくることも予想されるが、小中一貫校は今まで

のものをそのまま使用でき（統一の校章や校歌をつくるにしても）、義務教育学

校は全く使わない、使えない、または使わない方が自然と考える人も多いだろう

と推察する。今までの伝統を残す意味で、義務教育学校でも慣れ親しんだ校章や

校歌を使用可能とすることも大切ではなかろうか。これは、学校の名称に大きく

関わってくる課題である。
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市としては

〇武蔵台、高根、高麗地区の義務教育学校の名称を

「義務教育学校 日高市立○○小中学校」

〇高麗川、高萩、高萩北地区の小中一貫校の名称を

「小中一貫教育校 日高市立□□小学校（中学校）」

とする。

・義務教育学校、小中一貫教育校の冠称は、対外的に示すものとして、

公示する場合に使用するが、児童生徒が表記する場合は使用しない。

※学校教育法における正式名称は、義務教育学校は「日高市立○○小中学校」

となりますが、小中一貫教育校は「日高市立□□小（中）学校」で今までと

変わりません。
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学びの
基 礎期
(第Ⅰ期 )

１～４年
体験的・発見的活動を重視し基礎・基本
の定着を図る

【９年生卒業時】
「たくましく未来を切り
拓き一歩上を目指す生徒」

学び の

充実期

(第Ⅱ期)

5～7年

第１期で身に付けた学びを使って課題を
解決したり広げたりするなど、主体的な
追及力の育成を図る

学び の
発展期

(第Ⅲ期)
８・９年

主体的・対話的で深い学びを総合的に発
揮して実践的な発信力と自己実現を図る

21

※令和2年度小中一貫教育推進委員会から



学びを支える１０の特色 (先進校の例）

①義務教育９年間を一体として捉えた系統性のある教育課程の工夫

②幅広い異学年交流による特色ある活動や学校行事

③温かい人間関係を築く多様な交流・協働活動

④基礎期後半（３年生）からの一部教科担任制、充実期の相互乗り入れ指導

⑤一貫教育の軸となる新教科の設置

⑥コミュニケーション能力を育む英語教育の充実

⑦豊かな自然・文化を学習材とした「ふるさと学習」の推進

⑧一人一人を大切にした特別支援教育の充実

インクルーシブ教育システムによる一人一人の教育的ニーズに対応したきめ細かな支援

⑨キャリア教育の推進

⑩地域とつくるコミュニティ・スクール（学校運営協議会の設置）

学校教育目標との関連

〇９年間の学びを連続させる学習指導・・・学びに向かう力の育成 =小中一貫指導体制の構築

① 学級担任制（学級担任が授業を実施）

② 一部担任制（学級担任間で授業を交換）

③ 相互乗り入れ指導（前期または後期課程教員が他方の課程で授業を実施）

④ 教科担任制（教科の免許所有者が授業を実施）
22



確かな学力の定着

①新教科「ふるさと科（仮称）」の設定

生活科と総合的な学習の時間を融合した「ふるさと」学習

〇情報、防災・安全、キャリア、農業体験、環境 等

②学校研究の充実

絆を深める交流・協働活動

①児童生徒活動（リーダー学年を設定し、児童生徒の成長を促す）◎はリーダー学年

例）・学習発表会（１、２、３、◎４）・音楽会（５～◎９）・１年生を迎える会（1～◎６）

・学年集会（毎月） ・９年生を送る会（1、２、３、◎４、５、６、７、◎８、９）

②縦割り班活動（体験的活動）

例）・縦割り班対面式、結成式（1～◎９） ・仲良し集会（１～◎６）

・ツーデーウオーク（１～◎４、５～◎９）・清掃活動（１～◎６、７～９年学級ごと）

③学年交流活動

例）・仲良しタイム（１～◎４） ・学び合いタイム（５～◎７）

・１年生への読み聞かせ（１、６、◎７）

・部活動激励会（５、◎６、７、８、◎９）
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日高市小中一貫教育推進委員会の取組
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成果
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・学力調査の結果が向上

・児童生徒の学習意欲の向上

・小・中学校の教員間で、互いの良さを取り入れる意識の向上

・指導内容の系統性についての教職員の理解の向上

・いじめや不登校、暴力行為の減少

・児童生徒の自己肯定感の高まり

・小・中学校の教員間で、協力して指導にあたる意識の向上

小中一貫教育の成果と課題（一般的に）

課題

・小中両免許状取得促進（併有化の推進）
・小学校高学年のリーダー性の育成



ご清聴ありがとうございました。
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日高の子供たちのために、
学校・保護者・地域が
ともに協力していきましょう。

すべては子供たちの笑顔のために・・・


